
 
100社の取り組みから見えた 

仕事と介護の両立支援のポイント 

～情報提供、相談体制～ 

2017年3月30日 

㈱ｗｉｗｉｗ 社長執行役員 

山極 清子 

Copyright©2017. wiwiw,Inc. All Rights Reserved. 



6.1% 

14.3% 

64.0% 

5.6% 

6.5% 3.5% 0.0% 
今の仕事を辞めて介護に専念する 

介護が必要な時期は休業制度を利用し自分が介護をしてその後復帰する 

介護休業や介護のための短時間勤務などの支援制度を利用しつつ、両立 

介護の為の支援制度を利用せずに、年次有給休暇などで対処する 

仕事の仕方を特に変えない 

その他 

無回答 

介護の課題に直面した時の希望する働き方 

 「介護休業や介護のための短時間勤務などの支援制度を利用しながら、

仕事と介護とを両立したい」が64.0%と多数を占める。 

出典：株式会社wiwiw 「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（平成26年度 厚生労働省委託事業）より作成 

Ｑ：あなたが介護することになった場合、どのような働き方が望ましいと思いますか。 

  【全員】 単数回答 n=22,582 
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22.1% 

35.2% 

42.2% 

0.5% 

続けられると思う 

続けられないと思う 

わからない 

無回答 

仕事継続の可能性 

 介護をしながら現在の勤務先で仕事を「続けられないと思う」35.2％、

「わからない」42.2 ％。「続けられると思う」は22.1%と少ない。 

出典：株式会社wiwiw 「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（平成26年度 厚生労働省委託事業）より作成 

Q：介護をしながら、現在の勤務先で仕事を続けることができると思いますか。 

  【現在介護している、将来介護の可能性がある方】 単数回答 n=16,884 
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30.5% 

28.5% 

45.6% 

23.7% 

27.9% 

29.4% 

42.1% 

0.0% 

33.6% 

32.5% 

52.0% 

27.5% 

33.8% 

35.9% 

35.2% 

0.0% 

介護保険のサービスを受けられるのは原則６５歳以上であること 

介護保険サービスを利用した場合の自己負担割合は原則１割であること 

要介護の認定基準には「要支援」と「要介護」があること 

施設サービスを利用した場合の居住費・食費は原則として全額自己負担 

支給限度額を超えて在宅介護サービスを利用した場合、超過分は自己負担 

介護保険サービスは生活をする上で最低限のサービスを提供している 

上記の中で知っているものはない 

無回答 

全体 ４０歳以上 

公的介保険制度の内容に関する認知度 

 公的介護保険制度の内容について「上記の中で知っているものはない」

が全体で42.1%と多い。介護保険を支払っている40歳以上でも3分の１

は知らない。 

出典：株式会社wiwiw 「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（平成26年度 厚生労働省委託事業）より作成 

Ｑ：あなたは、公的介護保険制度のことについてご存知でしたか。知っている内容 

  全てをお選びください。【全員】 複数回答 n=22,582 
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32.7% 

37.1% 

24.5% 

2.1% 
3.1% 0.5% 

非常に不安を感じる 

不安を感じる 

少し不安を感じる 

不安を感じない 

わからない 

無回答 

介護不安の程度 

 「非常に不安を感じる」が3分の１。「不安を感じる」や「少し不安を

感じる」を加えると94.3％にも達する。 

合計94.3％ 

出典：株式会社wiwiw 「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（平成26年度 厚生労働省委託事業）より作成 

Q:介護することについて、どの程度の不安を感じますか。 

【現在介護をしている、将来介護の可能性のある方】 単数回答 n=16,884 
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介護に直面する前の従業員への 

   支援・情報提供 

1 
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9.6% 

32.4% 

54.8% 

3.0% 0.1% 

どのような制度があるかは知っており、内容もおおよそわかる 

制度があることは知っているが、内容はわからない 

制度があるかどうか知らない 

制度はない 

無回答 

介護に直面する前の従業員への支援・情報提供 

 勤務先の両立支援制度について、「制度があるかどうか知らない」54.

８％、「制度があることは知っているが、内容はわからない」32.4％

と、約9割が制度と内容を知らない。制度の周知徹底が急がれる。 

出典：株式会社wiwiw 「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（平成26年度 厚生労働省委託事業）より作成 

Q：あなたの勤務先の介護に関する支援制度について、どの程度知っていますか。 

  【全員】 単数回答 n=22,582 
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53.3% 

52.2% 

44.7% 

40.9% 

39.1% 

37.1% 

36.1% 

31.7% 

26.0% 

23.6% 

23.3% 

公的介護保険制度の仕組みがわからないこと 

介護がいつまで続くかわからず、将来の見通しを立てにくいこと 

仕事を辞めずに介護と仕事を両立するための仕組みがわからないこと 

適切な介護サービスが受けられるかどうかわからないこと 

勤務先の介護にかかわる支援制度がない、もしくはわからないこと 

介護休業などを職場で取得して仕事をしている人がいないこと 

自分が介護休業を取得すると収入が減ること 

代替要員がおらず、介護の為に仕事を休めないこと 

そもそも労働時間が長いこと 

地域での介護に関する相談先がわからないこと 

勤務先に介護にかかわる制度はあっても、利用しにくい雰囲気がある 

介護に直面する前の従業員への支援・情報提供 

 介護不安の要因の中で、40％を超えるのは、両立支援に不可欠な制度が

「わからないこと」や「見通しを立てにくいこと」に関係している。 

不安を取り除くには制度や仕組みの情報提供が不可欠。 

出典：株式会社wiwiw 「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（平成26年度 厚生労働省委託事業）より作成 

Q：介護に関する不安は、具体的にどのような不安ですか。該当するもの全てをお選び   

ください。【介護に関して不安を感じる方】 複数回答 n=15,916 

Copyright©2017. wiwiw,Inc. All Rights Reserved. 

7 



14.4% 

28.1% 

12.2% 

29.4% 

15.7% 

0.1% 

Ａ どちらかというとＡ 

どちらともいえない どちらかというとＢ 

Ｂ 無回答 

介護に直面する前の従業員への支援・情報提供 

 「Ｂ 介護休業期間は介護に専念するための期間」と考えている人が合

計45.1％となり、半数近くが誤解している。介護休業は、「主に仕事を

続けながら介護をするための体制を構築する期間である」ことを全従業

員に周知・共有することが重要。 

出典：株式会社wiwiw 「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（平成26年度 厚生労働省委託事業）より作成 

Ａ 介護休業期間は主に仕事を続けながら介護をする 

  ための体制を構築する期間である 

Ｂ 介護休業期間は介護に専念するための期間である  

どちらかというとＢ及びＢ 

の合計45.1％ 

Q：介護休業に対するあなたの考え方をお聞きします。あなたの考えに最も近いものをお 

   選びください。【全員】 単数回答 ｎ=22,582  
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介護に直面する前の従業員への支援・情報提供 

 セミナー・研修は、「仕事と介護の両立の準備に向けて」、「介護の課

題に直面した従業員向け」、「部下の仕事と介護を両立させるための   

マネジメント」など目的を明確にして 

実施する。 

全介護時代に向け、お互いさま 

意識を醸成すると同時に従業員が 

自発的に情報を入手する習慣を 

身につけてもらうことが大事。 

Copyright©2017. wiwiw,Inc. All Rights Reserved. 

9 



介護に直面する前の従業員への支援・情報提供 

 ハンドブックの内容として、「備える」「介護に直面したら」「上司編

（部下の仕事と介護を両立させるためのマネジメント」「資料（事前準

備シート、上司や人事担当者に相談するコミュニケーションシート、   

ケアマネに相談する情報提供シート）」は必須。 
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相談体制の整備は重要 2 
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37.9% 

23.4% 

1.5% 

5.6% 

1.5% 

0.1% 

0.2% 

29.1% 

0.8% 

同じ職場の上司 

同じ職場の同僚 

同じ職場の部下 

同じ勤務先だが別の職場の先輩や友人など 

勤務先の人事総務の担当者 

勤務先の労働組合 

勤務先が提供する外部の相談窓口 

勤務先で話したり相談したりしている人はいない 

無回答 

現在の介護従事者の相談先 

 「勤務先で話したり相談したりしている人はいない」は29.1%と、一人

で抱え込んでいる。相談先は「同じ職場の上司」が37.9％と多いが、

「勤務先の人事総務担当者」は1.5%と少ない。 

出典：株式会社wiwiw 「仕事と介護の両立支援事業 社内アンケート（事前）」（平成26年度 厚生労働省委託事業）より作成 

Q：あなたは、ご自分が介護にかかわっていることを、勤務先の方に話したり相談したり 

   していますか。主に相談等している方についてお答えください。 

  【現在介護をしている人】 単数回答 n=1,576 
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 主な相談先は４つ。仕事と介護の両立に関する相談は、人事

部や上司だけでは対応できない。 

• 勤務先の相談窓口 

• 勤務先が設置する外部の相談窓口 

• 勤務先の上司 

• 地域包括支援センターやケアマネジャー等 

主な相談先とは 
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人事部では対応できない相談内容の具体例 

 仕事と介護の両立に関しては、さまざまな相談が寄せられて

いる。 

• 両立に必要な介護保険制度を人事部に聞いたが、回答が得られなかっ

た。 

• 施設は空きがなく、在宅で介護をする場合、仕事を辞めざるを得ない

のか。 

• 親が感染症になり急遽施設で預かれないといわれた。どの施設に連れ

ていけばよいか。今後どのように両立したら良いかわからない。 

• ケアマネジャーから仕事を辞めて介護をするようにいわれる。 

どうしたらよいか。 
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人事部では対応できない相談内容の具体例 

 介護に関しては、下記のような相談が寄せられており、人事

担当者では対応が難しい。 

• 親が多数の病気に罹患しているが、介護の仕方がわからない。 

• 姉弟3人が親を介護している。それぞれ配偶者が介護時間と経済的分担につい

て口出しするため、ストレス状態。この悩みを誰に相談したらよいか。 

• 遠距離介護をしている。状態が悪くなった時、親を呼び寄せるべきかどうか。 

• 親が認知症となり、金銭の借入が不安。成年後見制度を使いたいが、どうし

たら良いのか。 

• 義父の介護で大変な思いをしてきたが、私への財産相続がほとんどなく納得

がいかない。弁護士を紹介してほしい。 
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相談する場合の留意点 

 仕事と介護の両立について相談するときの３つのポイント 

① 自分自身が仕事と介護を両立したいことを強く伝える 

② 現在の状況をなるべく正確に伝える 

③ 両立のための選択肢をできるだけ 

多く知りたいと伝える 
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ご清聴ありがとうございました 
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